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＜連絡先＞ 

担 当 部 署 名 増毛町農林水産課 

所    在    地 北海道増毛町弁天町３丁目６１番地 

電  話  番  号 ０１６４－５３－１１１７ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０１６４－５３－２３４８ 

メールアドレス keizai@town.mashike.hokkaido.jp 

 



１．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域 

対 象 鳥 獣 
エゾシカ、鳥類(カラス類、カモメ類)、アライグマ 

ねずみ科に属する獣類、トド 

計 画 期 間 平成３０年度～平成３２年度 

対 象 地 域 増毛町 

 

２．鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する基本的な方針 

（１）被害の現状（平成２８年度） 

鳥獣の種類 
被害の現状 

品 目 被害額(千円) 被害面積(ha) 

エゾシカ 

水稲 

果樹 

そば 

480 千円

1,030 千円

30 千円

1.35 ha

1.90 ha

0.30 ha

鳥類(カラス類、カモメ類) 果樹 360 千円 1.76 ha

ト ド 
漁網等漁具 

水産物 
7,780 千円 -

アライグマ - - -

ねずみ科に属する獣類 - - -

 

（２）被害の傾向 

エゾシカ  これまで生息調査を実施していないため、当地域における生息数につい

ては不明である。近年、水田地帯では山間地の一部において水稲への食害

が発生しており、果樹地帯では、秋から冬にかけて樹木への被害が発生し

ている。被害面積も年々増加傾向である。 

 また、近年には市街地でも度々出没しており、生活環境及び生産環境な

ど様々な面で支障をきたしている。 

鳥類 (カラス

類、カモメ類) 

農作物、特に果樹（おうとう・りんご）を中心として食害が見られる。

また、りんごの有袋栽培の袋をいたずらして外す、ビニールハウスを破く

等の作業環境への被害も増加傾向にある。 

ト ド  例年、１１月から６月にかけて本町沿岸海域にトドが来遊し、カレイ刺

網を中心に漁具被害が増加し、また漁具被害を避けて操業を見合わす漁業

者も多く、直接・間接的な物を含め多大な被害額になっている。 

アライグマ  これまであまり確認されなかったが、近年畑作物や果樹などの被害が増

加し、今後も被害増加が懸念される。 



ねずみ科に 

属する獣類 

 主に山林地帯での樹木への食害で、それらを軽減するため、薬剤の空中

散布による駆除をおこなってきた。 

 被害の範囲が非常に広範囲であり、今後被害の拡大も考えられる。 

 

（３）被害の軽減目標 

指標 現状値（平成２８年度） 目標値（平成３２年度） 

エゾシカによる農業 

被害面積・金額 

3.55 ha

1,540 千円

2.50 ha

1,000 千円

鳥類(カラス類、カモメ類)

による農業被害面積・金額 

1.76 ha

360 千円

1.20 ha

250 千円

トドによる水産業被害金額 7,780 千円 5,500 千円

アライグマによる農業 

被害面積・金額 

- ha

- 千円

  0.3 ha

 50 千円

ねずみ科に属する獣類によ

る林業被害・面積 

- ha

- 千円

15.0 ha

500 千円

  ※ エソジカ・鳥類(カラス類、カモメ類)の現状値は、被害調査等において回答があった面積・

被害額について記載し、目標値は地域全体で約３割程度の被害軽減を見込んでいる。 

  ※ アライグマ・ねずみ科に属する獣類の現状値は、被害調査等では把握できなかったが今後の

被害増加が予想されるため、平成 26年度策定増毛町鳥獣被害防止計画の目標値を転記する。 

 

（４）従来講じてきた被害防止対策 

 
対象鳥獣 

従来講じてきた被害防止

対策 
課題 

捕獲等 
に関す 
る取組 エゾシカ 

 地元猟友会に対して、捕

獲及びパトロール等の業

務を依頼している。 

 猟友会の協力を得て、有害鳥獣の

駆除を行っているが、銃器での捕獲

が主であり、夜間の出没や被害に対

する対策が不十分である。 
 

鳥類(カラス類、
カモメ類) 

 

平成２５年度より鳥獣

被害対策実施隊の業務と

し、一斉捕獲等の実施回数

を増やしてきた。 

実施隊での一斉捕獲等は一時的

には効果があるものの、効果の持続

性が無い。 

ト ド 

北海道連合海区漁業調

整委員会指示による採捕

承認を得て、増毛漁業協同

組合が主体となり関係機

関の協力のもと銃器での

駆除及び追い払いを行っ

ている。 

トドは国際的に保護が必要な動

物とされ、北海道連合海区漁業調整

委員会の指示により採補が規制さ

れており、制限がある。 
今後は、近隣市町や留萌振興局管

内など広域的な取り組みが必要で

ある。 

アライグマ 
アライグマの被害と思

われる箇所を中心に、箱ワ

ナの設置を実施した。 

生息数や実態を把握しきれてい

ない。 
箱ワナ等による捕獲体制の整備。



ねずみ科に属す

る獣類 

樹木を食害するエゾヤ

チネズミ等による被害を

軽減するため、薬剤の空中

散布による駆除を行って

いる。 

被害及び生息範囲が広範囲であ 
るため、薬剤散布を主とした駆除を

行う。なお、今後被害が拡大した場

合には、必要資材の導入等を検討す

る必要がある。 
防護柵 
の設置 
等に関 
する取 
組 

エゾシカ 
 

 広域的な設置を推進し、

ある程度の農用地を囲い、

エゾシカの侵入の防止を

図っている。 

 維持管理について、受益者任せで

あるため、機能していない防護柵が

ないよう、組織的に維持管理する体

制を整備することが必要である。 

 

（５）今後の取組方針 

エゾシカについては、生息数の減少を図るため地元猟友会に銃器等による捕獲を継続して

委託し、農作物に対する食害・踏み付け等の被害を減少させる。 
鳥類(カラス類、カモメ類)については、果樹協会と連携を取りながら農産物被害発生状況及
び生息情報の収集に努め、生息数の減少を図るため鳥獣被害対策実施隊による駆除を実施す

る。 
また、果樹地帯においては防鳥ネットや爆音機など忌避資材の導入、落果果樹の早期処理

等の対策により鳥獣を寄せ付けない環境整備に努める。 
さらに、アライグマと思われる被害が増加してきたことから、拡大防止に向け情報収集を

強化し、必要資材の導入等により被害を深刻化させないよう努める。 
ねずみ科に属する獣類については、林業被害が拡大する恐れがあることから、必要機材の

導入等により被害を深刻化させないよう努める。 
 トドについては、絶滅危惧種であるので、漁業被害を最小限に防ぐため、銃器での駆除及

び追い払いを引き続き行う。 
また、強化網の導入や既存漁具の改良等での被害防止対策や、新たな手法の開発により、

漁業とトドとの共存を目指した対策について模索していく。 
 

 

３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項 

（１）対象鳥獣の捕獲体制 

 エゾシカについては、地元猟友会、関係機関等の協力を得て、有害鳥獣の出没地域及び被

害状況を把握し、効率的な捕獲体制の構築を図る。 
 実施隊は銃器及びわなを用いて有害鳥獣の捕獲等を行う。 
また、鳥獣の捕獲等を行わなければ農産物への被害の軽減を図れないと判断される場合に

おいては、当該地域を含め北海道へ捕獲許可申請を提出し、許可を受け捕獲等を行う。 

 鳥類(カラス類、カモメ類)、アライグマについては、町内における生息数、行動範囲等が

未知数なため、目撃・被害情報等を基に町主体で捕獲体制を構築する。 

トドについては、今後は北海道連合海区漁業調整委員会指示に基づく採捕承認を増毛漁業

協同組合で取得する。被害防止対策については、増毛漁業協同組合が主体となり関係機関の

協力を得て駆除及び追い払いを実施する。 
ねずみ科に属する獣類については、森林組合による予察調査が行われており、おおまかな

個体数の傾向は把握しているため、それらの情報から薬剤散布による駆除及び必要機材の購

入・活用による捕獲体制を構築する。 
 

 

 

 



 

（２）その他捕獲に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

平成 30年度 

エゾシカ 

鳥類(カラス類、

カモメ類) 

アライグマ 

狩猟免許取得促進などの方針について検討 

各被害防止機材の購入及び適正な保守管理 

ねずみ科に 

属する獣類 

ト ド 

各被害防止機材の購入及び適正な実施 

平成 31年度 

エゾシカ 

鳥類(カラス類、

カモメ類) 

アライグマ 

狩猟免許取得促進などの方針について検討 

各被害防止機材の購入及び適正な保守管理 

ねずみ科に 

属する獣類 

ト ド 

各被害防止機材の購入及び適正な実施 

平成 32年度 

エゾシカ 

鳥類(カラス類、

カモメ類) 

アライグマ 

狩猟免許取得促進などの方針について検討 

各被害防止機材の購入及び適正な保守管理 

ねずみ科に 

属する獣類 

ト ド 

各被害防止機材の購入及び適正な実施 

 

（３）対象鳥獣の捕獲計画 

第１２次北海道鳥獣保護管理計画を参考にするとともに関係機関等と協議を行い、対象

鳥獣による被害状況を勘案し捕獲を主体としつつ、農業被害の減少を目指す。 

トドにおいては、引き続き銃器での駆除及び追い払いを行う。 

 

対象鳥獣 
捕獲計画数等 

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

エゾシカ １３０ １３０ １３０ 

鳥類(カラス類、

カモメ類) 
    ３５０        ３５０    ３５０ 

アライグマ ３０ ４０ ５０ 

ねずみ科に 

属する獣類 
１０ １０ １０ 



ト ド   ３   ３   ３ 

 

捕獲等の取組内容 

エゾシカ 

 捕獲区域は町内一円とし、4月～3月の間駆除従事者による捕獲を行う。確実な捕獲等

を行うため銃器及びわなを使用する。 

 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則第７条第１項第７号の場所及び区

域において、鳥獣の捕獲等を行わなければ農産物への被害の軽減を図れないと判断され

る場合においては、当該地域を含め北海道へ捕獲許可申請を提出し、許可を受け捕獲等

を行う。 

駆除従事者による一斉捕獲を実施する。 

鳥類(カラス類、カモメ類) 

捕獲区域は町内一円とし、4月～3月の間駆除従事者による捕獲を行う。確実な捕獲等

を行うため銃器を使用する。 

 駆除従事者による一斉捕獲を実施する。 

アライグマ 

  捕獲区域は町内一円し、通年による防除従事者による捕獲を行う。 

  捕獲体制は箱わな等を用いて実施をする。 

ねずみ科に属する獣類 

  捕獲区域は町有林内及び民有林内とする。 

  山林での薬剤散布による駆除を実施する。 

なお、必要に応じて機材による捕獲の実施を検討する。 

トド 

１１月～６月の間、漁業被害の軽減のため銃器での駆除及び追い払いを実施する。 

 

（４）許可権限委譲事項 

対象地域 対象鳥獣 

なし なし 

 

４．防護柵の設置その他の対象鳥獣の捕獲以外の被害防止施策に関する事項 

（１）進入防止柵の整備計画 

対象鳥獣 
整備内容 

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

なし    

 

（２）その他被害防止に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

平成３０年度 
鳥類(カラス類、

防鳥ネット、爆音機などの忌避資材導入 



平成３１年度 
カモメ類) 

アライグマ 

ねずみ科に 

属する獣類 

ト ド 

鳥獣による被害防止に向けた、知識の普及活動 

忌避材等の被害防止のための実証試験（検討） 

平成３２年度 

 

５．被害防止対策協議会に関する事項 

（１）被害防止対策協議会に関する事項 

被害防止対策協議会の名称 増毛町鳥獣被害防止対策協議会 

構成機関の名称 役割 

増毛町 協議会の総括・事務に関すること（事務局） 

南るもい農業協同組合 鳥獣被害調査・情報収集 

留萌南部森林組合 森林における鳥獣被害調査・情報収集 

増毛漁業協同組合 鳥獣被害調査・情報収集・トドによる漁業被害防止及び

駆除方法の研究 

北海道猟友会留萌支部増毛部会 捕獲等の被害防止活動の実施 

留萌農業改良普及センター南留萌支所 防除・技術の普及（農業） 

農業者代表（６地区） 鳥獣被害調査・情報収集 

 

（２）関係機関に関する事項 

関係機関の名称 役割 

留萌警察署 住民の安全対策（市街地に鳥獣出没時の対応等） 

北海道留萌振興局環境生活課 鳥獣対策の窓口（捕獲許可等） 

北海道留萌振興局農務課 鳥獣対策に係る指導・助言 

北海道留萌振興局水産課 鳥獣対策に係る指導・助言 

留萌地区水産技術普及指導所 

留萌南部支所 

被害防止技術アドバイザー 

留萌地区農業共済組合 被害情報収集・提供 

 

（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項 

町では、平成 25年度に増毛町鳥獣被害対策実施隊を設置。 

隊員は 18 名体制で、増毛町鳥獣被害対策実施隊設置要綱に該当する者で構成されてい

る。 

被害防止策としては、実施隊は鳥獣被害計画に定められた有害鳥獣の捕獲等に従事する

ことになっており、銃器やわなを用いて被害防止策を行うこととする。 

 

（４）その他被害防止の実施体制に関する事項 

該当なし 

 



６．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項 

基本的には、留萌南部衛生組合の有害鳥獣焼却施設へ搬入する。ただし、地形的要因等

により運搬が困難な場合は捕獲場所において適正に埋設処分する。 

 

７．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項 

該当なし 

 


